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平成21年６月26日（金曜日）

午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

県民政策部

１．経済・雇用対策について

２．中山間地域対策について

商工観光労働部

１．緊急保証制度（セーフティネット保証

（５号））の承諾について

２．雇用維持の取り組みについて

農政水産部

１．就農支援対策及び就農状況について

２．水産業における就業支援対策及び就業

状況について

○協議事項

１．県内調査について

２．次回委員会について

３．その他

出席委員（13人）

委 員 長 満 行 潤 一

副 委 員 長 黒 木 正 一

委 員 外 山 三 博

委 員 野 辺 修 光

委 員 中 野 廣 明

委 員 横 田 照 夫

委 員 宮 原 義 久

委 員 松 田 勝 則

委 員 長 友 安 弘

委 員 権 藤 梅 義

委 員 濵 砂 守

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 坂 口 博 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

県民政策部

県 民 政 策 部 長 高 山 幹 男

県 民 政 策 部 次 長
日 高 勝 弘

（ 政 策 担 当 ）

総 合 政 策 課 長 永 山 英 也

中山間・地域対策室長 山 内 武 則

商工観光労働部

商工観光労働部長 渡 邊 亮 一

商工観光労働部次長 持 原 道 雄

部参事兼商工政策課長 古 賀 孝 士

経 営 金 融 課 長 安 田 宏 士

労 働 政 策 課 長 押 川 利 孝

地域雇用対策室長 篠 田 良 廣

農政水産部

農 政 水 産 部 長 伊 藤 孝 利

農 政 水 産 部 次 長
緒 方 哲

（ 総 括 ）

農 政 水 産 部 次 長
原 川 忠 典

（ 農 政 担 当 ）

農 政 水 産 部 次 長
関 屋 朝 裕

（ 水 産 担 当 ）

農 政 企 画 課 長 上 杉 和 貴

地域農業推進課長 山之内 稔

連 携 推 進 室 長 山 内 年

営 農 支 援 課 長 土 屋 秀 二

部参事兼農村計画課長 矢 方 道 雄

農 村 整 備 課 長 西 重 好

水 産 政 策 課 長 鹿 田 敏 嗣

漁港漁場整備課長 山 田 卓 郎

農 業 改 良 対 策 監 井 上 裕 一

工 事 検 査 監 溝 口 博 敏
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漁 港 整 備 対 策 監 坂 元 政 嗣

事務局職員出席者

政策調査課主任主事 池 田 憲 司

政 策 調 査 課 主 幹 河 野 龍 彦

○満行委員長 ただいまから景気・雇用対策特

別委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付してあります日程案をごら

んください。まず、県民政策部に、前回の委員

会の延長としまして、６月定例県議会に議案と

して提出されました一般会計補正予算に関する

事項及び中山間地域における雇用対策について

説明していただきます。次に、商工観光労働部

に、調査事項に盛り込みました雇用の維持とい

う観点から、その対策と効果について、また前

回の委員会で資料要求がありましたセーフティ

ネットについて説明をいただきます。さらに、

農政水産部から、農業生産法人への就職を含め

た就農支援対策及び就農状況について説明して

いただきます。その後、７月と８月に予定して

おります県内調査の計画並びに次回委員会につ

いて御協議いただきたいと思いますが、そのよ

うに取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、これから執行部の説明に入ります。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○満行委員長 委員会を再開いたします。

前回の委員会に引き続き、県民政策部におい

でいただきました。それでは、概要説明をお願

いいたします。

○高山県民政策部長 県民政策部であります。

本日は、新しい経済・雇用対策と中山間地域対

策につきまして、御説明をさせていただきます。

詳しいことにつきましては、担当課長から資料

に基づきまして御説明いたしますので、どうぞ

よろしくお願いします。

○永山総合政策課長 総合政策課でございま

す。新しい経済・雇用対策について説明をさせ

ていただきます。

委員会資料の１ページをお開きください。上

段の部分に記載しておりますけれども、昨年来

の金融・経済危機に対応するため、県では切れ

目なく対策を講じてきたところでございます

が、いまだ景気の状況は大変厳しいことから、

引き続き、県内経済や雇用情勢の回復に向けた

取り組みが必要だと考えております。その一方

で、今回の経済危機を脱した後の本県の姿を考

えますと、将来的課題にも取り組んでいく必要

があることから、これまでの経済・雇用緊急対

策の趣旨を踏まえながら、将来に向けた産業づ

くりや地域づくりなど、次のステップにつなが

る対策を盛り込んだ新しい経済・雇用対策を今

回まとめたものであります。

まず、１の緊急的な経済・雇用対策でありま

す。（１）の雇用確保・就業支援につきまして

は、県内の雇用情勢を踏まえ、引き続き、国、

市町村等と連携を図りながら、基金を活用した

雇用の場の確保・創出、職業訓練等による就業

支援等の対策を講じることといたします。（２）

の企業等の経営安定化・雇用維持支援は、中小

企業への金融支援、経営相談等による企業経営

の安定化を図ることなどにより、企業における

雇用の維持が図られるよう、国と連携して取り
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組みます。（３）の公共事業等につきましては、

国における方針及び県内の経済・雇用情勢の変

化に十分配慮しつつ、計画的かつ効果的な公共

事業の発注に努めます。

次に、２ページの２の中長期的な視野からの

産業づくり対策でございます。世界経済の大調

整が避けられない中で、我が国はこれまでの経

済成長を支えてきました産業構造の転換が求め

られており、本県においても地域特性を生かし

た新たな成長産業の育成や産業振興を図るため

の課題の解決など、中長期的な視野に立った産

業づくりに取り組む必要がございます。このた

め、（１）の産業振興のための基盤整備として、

広域交通ネットワークや情報通信基盤の整備、

（２）の農地の有効活用や森林資源の整備等に

よる農林水産業の活性化、（３）の農商工連携

による新産業の創出やソーラーフロンティア構

想の推進など、今後の本県経済の発展のための

基礎固めを行ってまいりたいと考えておりま

す。

次に、３の中長期的な視野からの地域づくり

対策でございます。（１）の少子高齢化時代へ

の対応として、子育てや障がい者に対する支援、

介護人材の確保等を図るとともに、（２）の安

全・安心の実現では、喫緊の課題であります医

師確保対策を初め、地域医療の再生に向けた総

合的な対策を引き続き講じるほか、公共施設の

耐震化促進、交通情報等の生活基盤の整備、防

災対策、消費者行政の一層の強化、自殺対策な

ど、安全・安心な生活環境の確保を図ってまい

りたいと考えております。さらに、（３）の低

炭素社会実現として、ソーラーフロンティア構

想の実現を初め、新エネルギー、省エネルギー

の導入を促進するとともに、ＣＯ２吸収源とし

ての森林の整備、林業の再生を図ってまいりま

す。

次のページをお開きください。今回の６月補

正予算案における経済・雇用対策関連事業につ

いてまとめております。あわせまして、補足資

料として本日お配りしておりますけれども、そ

れぞれの事業の内容等について記載しましたも

のをお配りしておりますので、あわせてごらん

いただければと思います。今回の補正予算案で

は、既存の基金を活用した事業や国の21年度補

正予算に関連するもののうち、事業の詳細が判

明しているものなど、経済・雇用対策として175

億円余を計上したところであります。今後、国

の事業の内容や各種交付金の配分などが明らか

になり次第、さらに補正予算をお願いしていく

ことになろうかと考えているところでございま

す。

新たな経済・雇用対策についての説明は以上

でございます。

○山内中山間・地域対策室長 中山間地域対策

について御説明いたします。

資料は５ページをお願いします。平成21年度

の中山間地域対策の方向性と主な事業について

掲載しております。中山間地域対策につきまし

ては、昨年度、知事を本部長とする中山間地域

対策推進本部を設置しまして、総合的な対策に

ついて庁内で検討を進めてきたところです。今

年度におきましては、資料にありますとおり、

１の集落の活性化、２の日常生活の維持・充実、

３の産業の振興、この３つを対策の柱として、

さらに、部局横断による施策の集中投入といっ

た方策も取り入れて、体系的、効果的な対策を

講じることとしております。

まず、１の集落の活性化でございますが、住

民生活の基本的な地域単位であり、中山間地域

の活性化のかなめである集落の衰退が大変危惧
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される状況にあるというようなことから、当室

において、中山間地域集落点検モデル事業、い

きいき集落応援事業、中山間盛り上げ隊派遣事

業などの取り組みを行っているところでござい

ます。

２の日常生活の維持・充実につきましては、

住民が安心して日常生活を送れる手だてを講じ

ることが必要であるという観点から、医療の確

保、生活交通の確保など、必要な施策をそれぞ

れの部局で全庁的に実施しているところであり

ます。

３の産業の振興でございますが、中山間地域

におきましては、都市部に比べて、就業人口、

生産額ともに農林業が占める割合がやはり高

く、基幹産業でもありますことから、所得の向

上対策という観点からも、特に農業の振興、林

業の振興が重要であると考えております。個別

具体の事業につきましては、農政水産部ほか関

係部局で実施しているところであります。これ

らの事業の実施により、雇用の場の確保に努め

ているところでございます。なお、当室では、

新たな産業の創出として、今年度より、中山間

地域雇用創出支援事業を実施しております。当

室の新規事業のうち、雇用創出に関連する事業

としまして、この事業と、中山間地域等創造支

援事業につきまして、個別資料に基づき説明を

いたします。

９ページをお願いしたいと思います。中山間

地域雇用創出支援事業でございます。この事業

は、地域資源等を活用した企業等を支援し、中

山間地域における新たな雇用の創出を図るもの

でございます。主な事業概要としましては、企

業、ＮＰＯ法人等から新たな雇用を創出する事

業プランを広く募集しまして、すぐれたプラン

に対して、その立ち上がりのための経費を支援

することとしております。補助額は対象額の２

分の１以内で、新規創業に係る経費支援として

は新規雇用１人当たり50万円、200万円を限度

として支援することとしており、現在、事業プ

ランの募集を行っているところでございます。

最後に、10ページの中山間地域等創造支援事

業であります。この事業は、関係部局が連携し

て各種施策を集中的に投入することにより、成

功事例の創出を図るための事業と位置づけてお

ります。市町村と地域住民が一体となった地域

づくりの取り組みについて積極的に支援を行い

たいと考えております。事業概要につきまして

は、①の地域創造枠、②③の一般枠及び条件不

利市町村枠の３つの区分で支援を行うこととし

ております。特に、地域創造枠については今年

度新設したところですけれども、市町村の骨太

な地域計画を地域創造計画として位置づけまし

て、国や庁内各部局等の各施策を連携投入する

とともに、この事業によってもハード・ソフト

両面で補助することで重点的に支援していくこ

ととしております。事業費は１億55万3,000円

を予定しております。

説明は以上でございます。

○満行委員長 執行部の説明は終わりました。

御意見、質疑などございましたらお願いいたし

ます。

○坂口委員 １ページの（２）企業等の経営安

定化・雇用維持支援、これはやはり必要な事業

で、積極的に何とか雇用の維持を図らんといか

んというのはわかるんですけど、どうしても縮

小せざるを得ない部分というのは出てくると思

うんです。それを維持させるのも大変重要なこ

とだけど、新たな拡大という視点からの事業と

いうのは今回の緊急経済・雇用対策で何かある

んですか。
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○永山総合政策課長 補足資料のほう、あるい

は３ページを見ていただきますと、今お話のあ

りました１の（２）企業等の経営安定化・雇用

維持支援という観点では、今回の補正予算とし

ては計上しておりません。中身的には、当初予

算でやっておりますセーフティネットの貸し付

けであるとかいうものが主な内容になっており

ます。新たな雇用の創出という観点でいいます

と、２の中長期的な視野からの産業づくり、こ

のあたりが対策になってこようとは思いますけ

れども、具体的に雇用がすぐに生まれてくると

いう意味では、少し厳しい内容になるのかなと

思います。具体的な雇用という意味では、１の

（１）の雇用確保・就業支援のところの緊急雇

用創出事業、ふるさと雇用再生特別基金事業、

このあたりが雇用の創出というふうな観点にな

ると思っております。

○坂口委員 既存のものを拡大していこうとい

うときにも、（１）は対応できるんですか。

○永山総合政策課長 この緊急雇用創出事業

は、６カ月間の短期雇用、緊急的な雇用でござ

いますので、今後も引き続きという意味でいい

ますと、ふるさと雇用再生のほう、こちらは継

続的な雇用に向けた雇用の確保を支援していこ

うという事業になりますので、新たな雇用を生

み出す取り組みということになると思っており

ます。

○坂口委員 くどくなるけど、下のは、雇用経

費の補助ですね。ふるさと雇用再生特別という

のは雇用経費の補助で、縮小されるのを避ける

ということでの対象事業と、拡大していくため

と、中身的には遜色はないわけですか。

○高山県民政策部長 ふるさと雇用のほうの事

業は、今、商工観光労働部でやっている事業で

ございますけれども、県が、いろいろ新しい雇

用につながるようなことをやりたいという事業

を、例えば民間事業者、ＮＰＯ等に委託いたし

まして、基本的には３年間ということですけれ

ども、それが永続的にできるような事業につい

て委託していくという形になります。民間の提

案型の事業を募集していると思いますけれど

も、それは３年で終わるんじゃなくて、ずっと

３年以降もできるだけつながるような事業を提

案していただいて、将来的に雇用が継続できる

ような事業を探していく、そういった事業でご

ざいます。

○坂口委員 既存の企業がそれを拡大していこ

うというときに緊急的に支援しようというの

じゃなくて、これは、新たに何らかのアイデア

を持って新たなスタートを切ろうというところ

でしょう。今のを拡大していこうというのに通

常の対応しかしていないんじゃないかと。これ

はなかなか現実的には難しいと思うんです。新

たなものを見つけて、審査を経て、これなら将

来続くというものを判断できる人もいないし、

アイデアを出せる人も少ないと思うんです。で

なくて、どうしても縮小せざるを得んと、ここ

で支援をもらったって、それを維持しておくこ

とが将来の経営にマイナスになるという、３年

後にはそれが来るとか、半年後には来るという

ことがわかっていて、なおかつそれしかないと

いうのじゃ、余りにも知恵がないなと思うんで

す。それよりか、この場でちょっと支援しても

らえば拡大できて、余った人材で今度は我々が

新たな、製造なら製造でもいいですが、販路を

拡大していけるというところに支援するとい

う、本家本筋のものが今回緊急で出てきていな

いんじゃないかということを心配しているんで

す。国との連携というなら、そこらを今後、問

題意識として持っていないかということを尋ね
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ているんです。そこらはどうですか。

○永山総合政策課長 委員御指摘のとおり、今、

言われたような視点での雇用の創出という事業

は、十分には組み込まれていないというふうに

は思っております。まだまだ組まなければなら

ない事業はたくさんあると思いますので、各部

と連携して工夫はしてまいりたいというふうに

思います。

○坂口委員 僕は、今回の緊急経済対策はそこ

らが大きく欠けていて、それが今、一番大切じゃ

ないかなと個人的には思っているんです。そう

いう問題意識を今後、国と積極的に協議しなが

ら、それを本当に問題だとか必要だと思ってお

られるなら、そこらも今後の課題として取り組

んでいただきたいということを要望しておきま

す。

○長友委員 関連ですけれども、緊急雇用創出

事業あるいはふるさと雇用再生特別基金事業

は、下のは３年間ぐらいの基金事業だったと思

うんですけれども、上のも３年ぐらいだったで

すか。

○永山総合政策課長 基金としては３年間使え

る形になっております。緊急雇用の場合には、

雇用期間が半年というふうな制限がございま

す。

○長友委員 一回、新聞記事にもなったと思う

んですけれども、こういう事業を入れて、大体

３年間の見通しでどれくらいの雇用になるとい

うふうな試算をされていますか。

○永山総合政策課長 トータルの数字はまだ出

しておりませんが、４月当初の時点で、緊急雇

用によるものが市町村等も含めて約400名程度

という数字は出ております。

○長友委員 我々が見た数では、こういう事業

等を入れることによって2,000名から3,000名ぐ

らいの新たな雇用の創出という記憶があるんで

すけれども、その程度でとらえていていいんで

すか。

○永山総合政策課長 この緊急雇用事業につき

ましては、今回新たに積み増し等も行われてお

りまして、金額的にはかなりの金額がまだ残っ

ておりますので、市町村等から提案があれば、

それに十分対応することができますので、恐ら

く人数的にその程度になるんではないかという

ふうには思います。

○前屋敷委員 10ページで御説明いただきたい

んですけど、中山間地域等創造支援事業で御説

明いただいたんですけど、１億円余、組まれて

いて、地域の活性化とともに、経済を活性化さ

せて、雇用にも結びつくということになるだろ

うと思うんですけど、説明を聞いたり、これを

読む範囲では、ちょっとイメージがわかないん

です。例えばどういうものを想像すれば理解で

きるか、御説明ください。

○山内中山間・地域対策室長 実例でイメージ

していただくと、五ヶ瀬町の夕日の里を御存じ

でしょうか。あそこに五ヶ瀬ワイナリーという、

あれは農林水産省補助施設で、私どもの中山間

地域等創造支援事業の以前の事業、ソフト事業

があったんですけれども、そばにレストランが

ございまして、それはこの補助事業で対応して

おります。行かれたことのない人はイメージが

つかないかもしれないんですけれども、周囲は、

県道が下を走っていまして、上のほうに上がっ

て公園みたいな広場がありまして、ワイナリー

があって、レストランがあって、地元の工芸品

等を展示する施設というような、そして展望が

あって、阿蘇の山並みが見えるという、そうい

うような事業、複合的な事業を支援していきた

い、そういうイメージでとらえていただければ、
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それは既存のものですから、新たに市町村等が

計画するものについて、この地域創造枠という、

いろいろと組み合わせて地域振興につなげてい

くことによって、レストランを開いたり、ワイ

ナリーによっては、そこに働く人が必要なわけ

ですから、そういうものにできたらいいという

ふうに考えております。

○前屋敷委員 結局、農業も含めて、地産地消

の意味合いであるとか、観光的なものの要素も

取り入れたりとか、そういう地域の総合的なも

のをまとめて形にしていこうということなわけ

ですね。実際、今、そういう方向での計画とい

うものが出てきているところがあるんですか。

○山内中山間・地域対策室長 組み立てから地

元の盛り上がりも含めまして、急に、じゃ、こ

の事業と言ったら、ぽっと出てくると非常にい

いんですけれども、今、これはいけるんではな

いかなと、想定なんですけれども、まだ地元市

町村といろいろ協議している段階でして、地域

創造枠として要件に合うかどうかというのを協

議している最中でして、今ありますというふう

には御返事できない状況です。

○前屋敷委員 予算は１事業で幾らという上限

があるんですか。

○山内中山間・地域対策室長 予算としては枠

が実はございまして、３区分に応じて補助率等

がありますので、区分が例えばソフト事業で上

限500万、ハードは1,000万とか、その区分に応

じて―ソフト事業で最大500万、ハード事業

で2,000万です。2,500万が上限値になりますの

で、その範囲内で補助をしていく。これは条件

不利市町村の地域創造枠の部分です。ほかのは、

さきに申し上げましたように500万であった

り、1,500万であったりというような形になっ

ております。地域創造枠だけは今申し上げ

た2,500万が上限です。

○前屋敷委員 結構です。

○濵砂委員 この対象にならない市町村という

のはどこなんですか。中山間地域対策のモデル

事業とか、主な事業が盛り上げ隊とか応援事業、

いろいろあるんですが、県内でこの対象になら

ない地域というのはどこかあるんですか。中山

間地域はどこを示しているんですか。どこでも

いいということなんですか。

○山内中山間・地域対策室長 まず、中山間地

域というのは、具体的に地域指定を事業ごとに

考えておりまして、中山間地域というのはどこ

どこ市町村であるというふうに前提条件はあり

ませんで、もちろん定義はあります。その事業

ごとにいろんな状況がございますから、事業ご

とによって定めていきたい。例えば、中山間盛

り上げ隊派遣事業につきましては、基本的には、

わかりやすく言いますと、過疎市町村以外でも

対象になり得るというふうには考えておりま

す。もともとの事業の目的に沿って、多少、地

域というのが、範囲が変わるというと申しわけ

ないんですけれども、対象範囲が事業の目的に

応じて変わっていくというふうに考えているん

ですけれども、その支援をする必要がある、例

えば、一つの具体例というと申しわけないんで

すが、いわゆる過疎市町村として指定されてい

ない地域でも、共同生活を営むために集落の草

刈り等が困難である、その市町村を通じて集落

等から支援の要請があれば派遣をしていくとい

うようなふうに考えております。

○濵砂委員 例えば、地域雇用創出支援事業も

○改 中山間地域ということが出ているんですが、

これは宮崎市内ではだめなんだよということで

すか。私は西都市ですが、西都市ではこれは対

応できないんですよということなんですか。こ
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の対応できる地域ごとのというのはないんです

か。

○山内中山間・地域対策室長 中山間地域雇用

創出支援事業につきましては、地域指定をして

おりまして、地域資源を生かしたコミュニ

ティービジネスというものについては、過疎、

山村、離島、半島という、いわゆる地域振興五

法指定地域に、農林水産業のセンサスで言いま

す中間農業地域、山間農業地域を加えた地域と

しております。

○濵砂委員 それは国の定義……。中山間地域

という定義そのものがあやふやなんです。こう

いうのをするんだったら除外される地域とか

―雇用創出の問題についてはどこでも適用し

てもらいたいなという気がするんですけれど

も、宮崎市だって農産加工組合もあるし、どこ

でもあるだろうと思うんです。雇用創出という

のをここに限って―では、中山間地はどこま

で限られるのかというと、全然していない。そ

のままずっと流すというのは、それでもいいん

ですが、県内においてはどのような地域まで適

用できる―例えば適用除外地域というものが

出てくれば、宮崎市あるいは都城、延岡を除く

とか、でないと、町の中でこれは話せんという

ことですから、これはどこでも適用できるのか

どうかという話なんです。

○山内中山間・地域対策室長 失礼しました。

中山間地域雇用創出支援事業につきましては、

簡単に言うと、宮崎市内では適用できません。

○濵砂委員 宮崎市だけですか。

○山内中山間・地域対策室長 具体的に言いま

すと……。

○濵砂委員 幾つも事業があるんですが、これ

で適用地域というのが、除外地域とかがあれば、

地域創造支援事業にしても、いきいき集落応援

事業にしても、盛り上げ隊にしても、全部そう

なんですけど、後からでも結構ですが、対象地

域というのを出していただくと……。今わかれ

ば。

○山内中山間・地域対策室長 募集要項で具体

的な事業実施区域を定めておりまして、公募要

領等にもオープンにしておるのがあります。ま

ず、中山間地域雇用創出支援事業については、

２つの種類が実はございまして、地域資源を活

用した部分については、先ほど宮崎市は除外す

ると申し上げたんですけれども、宮崎市の旧木

花村、青島村、田野町、高岡町については該当、

ただし、もう一つのコミュニティービジネス以

外という、創業支援でも２つに分けておりまし

て、もう一つのほうは過疎と山村だけ、これは

宮崎市は該当しないというふうに定めておりま

す。具体的にそういう形で、募集要項で具体的

にどこの市町村はだめですよとか、そこは該当

しますと、例えば都城市ですと、旧西岳とか中

郷、山之口とかは該当するけどというふうに定

めております。説明が不十分で申しわけありま

せん。

○濵砂委員 もう一点。例えば、西米良の米良

食品、名前を出して申しわけないんですが、あ

あいう宮崎に工場を進出させて農産加工、製造

して販売するというようなのも適用できるんで

すか。

○山内中山間・地域対策室長 宮崎市で営業し

ているけれども、西米良に進出するということ

であれば該当するんですけれども、逆はこれに

ついては該当しておりません。

○濵砂委員 実は、例えば西都でもそうなんで

すが、山間地域の人、農村地域の人たちがこち

らの店舗に契約して毎日持ってくるんです。

コーナーをつくってあるんですが、その辺で人
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員を採用するとか、あるいは独自な店舗を共同

で出そうとかするときには対象にならんという

こと、そこを聞きたかったんです。

○山内中山間・地域対策室長 この中山間地域

雇用創出支援事業においては、それは該当いた

しません。ただ、ほかにもいろいろメニュー事

業があると思いますので、特産品を売るという、

例えばソフト事業、販路拡大ですとか、そうい

うものについては―ただ、宮崎市内に販売店

を置くというのは難しいかと思います。地元で

特産加工品をつくる研究をするというか、アド

バイザーを派遣していただくとかいうのは対象

になりますけれども。

○松田委員 緊急雇用特例基金、ふるさと雇用

再生基金なんですが、こちらのほうで事業のほ

う、一般の企業ですとか県民向けにＰＲして、

事業内容についての事業策を公募しているとい

うお話でしたが、そうでしたか。

○永山総合政策課長 この事業そのものについ

ては商工観光労働部のほうで実施しております

けれども、一部、事業を募集しているという話

は聞いております。その後の経過については

フォローしておりません。

○松田委員 その確認までで結構です。

○満行委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりたいと思います。執行部の皆さん、

御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時33分休憩

午前10時37分再開

○満行委員長 委員会を再開いたします。

前回の委員会に引き続き、商工観光労働部に

おいでいただきました。それでは、概要説明を

お願いいたします。

○渡邊商工観光労働部長 商工観光労働部関係

について御説明させていただきます。

本日は、まず、前回御質問のありました県内

就職説明会の状況について御説明させていただ

きます。その後、お配りしております資料の目

次のとおり、緊急保証制度の承諾状況と雇用維

持の取り組みの２項目について御説明させてい

ただきます。それぞれ担当課長等より御説明い

たしますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。

○篠田地域雇用対策室長 それでは、前回の特

別委員会で御質問のありました平成20年度県内

就職説明会の状況について御説明いたします。

委員会資料とは別に配付しております１枚紙

の前回特別委員会関係資料をごらんください。

県内の就職説明会は、毎年、宮崎市、都城市、

延岡市、日向市、小林市、日南市の６カ所で開

催しております。６カ所で275社の参加があり、

求人予定数は2,148人、参加者数は961人で、そ

のうち就職決定した者は77人となっておりま

す。なお、求人予定数2,148人は、参加企業の20

年度の求人計画数の合計でありまして、この県

内就職説明会のためだけの求人数ではないとこ

ろであります。

説明は以上であります。

○安田経営金融課長 委員会資料の１ページを

お願いいたします。緊急保証制度の承諾状況に

ついて御説明申し上げます。

１の保証申し込み件数、承諾件数の状況につ

いてであります。棒グラフは、この緊急保証制

度がスタートいたしました昨年11月からことし

５月末までの各月の保証協会の申し込みと、そ

の承諾の件数を示しております。濃いほうが申

し込み件数、薄いほうが承諾件数であります。

下の表をごらんください。この期間の合計で、
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申し込みが3,440件、承諾が3,068件、否決が156

件となっております。

２の保証承諾額の状況についてであります。

棒グラフをごらんください。緊急保証制度が始

まった昨年11月は14億5,500万円余りでありま

したが、12月から急増いたしまして、12月が65

億1,200万円余、以後、１月が61億500万円余、

２月が79億2,100万円余と、高い水準で推移い

たしまして、３月には年度末の資金需要も重な

りまして、これまでの最高で97億100万円余と

なりました。21年度になりまして、４月が41

億4,100万円余、５月が42億4,400万円余と、３

月と比べますと約４割、やや落ちついてきた状

況となっております。

次に、３の業種別の保証承諾状況についてで

あります。先ほど説明いたしました承諾等の状

況を業種別に整理いたしております。上から承

諾件数の多い順に並べておりますが、承諾件数

で一番多い建設業では、件数が970件の123

億7,600万円余で、件数で全体の31.6％、金額

で30.9％を占めております。否決した件数は、

建設業の54件、８億6,800万円余、以下、卸小

売業、製造業の順となっております。合計で承

諾が3,068件の400億8,200万円余、否決が156件

の28億2,700万円余となっております。

否決の156件の主な理由でありますけれども、

信用保証協会によりますと、１つは、既に借り

入れが多額で、この申請に当たってこれからの

事業見通しが立てられない、そういった場合が

最も多いということで聞いております。また、

過去に代位弁済を受けて求償権が残っている、

こういったケースもあると伺っております。

なお、こういった否決をされました企業に対

する対応につきましては、１つは、保証協会内

の経営支援室で、また商工会、商工会議所等に

設置いたしております経営支援チーム等でその

後の資金繰りでありますとか緊急保証への再申

請について相談を受けているところでございま

す。否決をされた場合、既に金融機関から各企

業に対しては、その理由といいますか、そういっ

たものは説明されているわけでありますけれど

も、先ほど言いました商工会等の経営支援チー

ムでは、相談者であります企業に対して、なぜ

否決されたのか、例えば立てられた経営計画が

十分ではなかったとか、そういったことについ

て改めてわかりやすく説明した上で、今後の方

向性、例えばもう一回経営計画を立て直して再

チャレンジをするのが望ましいとか、そうでな

くて、例えば既にあります銀行の借り入れの条

件変更等、スケジュールを見直すとか、そういっ

たことが効果的であるといった、そういった具

体的な方策についてアドバイスをいたします。

その上で、今後の５年間の売上計画表でありま

すとか資金繰り表など、経営改善計画のつくり

方についても助言指導を行い、場合によっては、

その経営者の方と金融機関あるいは保証協会等

に一緒に出向いて、経営改善計画等の補足説明

等も行う、こういったことで伺っております。

県といたしましては、今後とも、金融機関ある

いは保証協会、商工会、商工会議所など関係機

関と連携を図りまして、この緊急保証制度が有

効に活用されますよう努めてまいりたいと考え

ております。

説明は以上であります。

○押川労働政策課長 雇用維持の取り組みにつ

いて御説明をいたします。

２ページでございます。雇用の維持確保のた

めに県では、宮崎労働局と連携しまして、国の

雇用調整助成金制度等の活用促進や、労働相談

窓口の設置、情報の提供などに努めております。
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まず、１の雇用調整助成金制度についてでござ

います。（１）の制度の目的についてでござい

ますが、雇用調整助成金制度は、景気変動など

の経済上の理由による企業収益の悪化から生産

や売り上げが減少し、事業活動の縮小を余儀な

くされた事業主が、雇用する労働者を一時的に

休業や教育訓練または出向させる場合に、当該

事業主に対して、その負担した賃金等の一部を

助成するもので、雇用を守るために雇用保険を

原資に、昭和50年に雇用調整給付金として国が

創設したところでございます。

（２）の主な内容でございますが、①にあり

ますとおり、申請の受け付けから支給まで宮崎

労働局で行っております。②の種類及び助成額

等についてでございますが、種類につきまして

は、アの大企業向けの雇用調整助成金や、中小

企業向けに昨年12月創設されたイの中小企業緊

急雇用安定助成金がありますが、制度の仕組み

等は同じでございますので、ここでは雇用調整

助成金と総称して説明させていただきます。助

成額等につきましては、ごらんのとおり、大企

業等への助成率が３分の２、中小企業が５分の

４、労働者１人１日当たりの支給限度額は大企

業、中小企業とも7,730円、労働者１人当たり

の支給限度日数は両方とも３年間で300日と

なっております。また、教育訓練を行う際の助

成額につきましては、大企業で4,000円、中小

企業で6,000円となっておりまして、中小企業

に手厚いものとなっております。

（３）の活用の状況についてでございます。

労働局によりますと、本県では18年度以降、雇

用調整助成金の活用はございませんでしたが、

経済対策等により制度拡充され、支給要件の緩

和や助成率の増加、そういうことが図られた昨

年12月から活用され始めまして、その後も支給

の前提となる休業等実施計画の届け出受理件数

は増加傾向にあります。表の上段のとおり、平

成20年度に251事業所であったものが、本年度

は４月の１カ月間で158事業所より届け出が受

理されております。

次に、資料の３ページをお開きいただきたい

と思います。２の労働相談についてでございま

す。労働相談につきましては、相談窓口を労働

政策課及び各県税・総務事務所に中小企業労働

相談所を設置しまして、労使双方からの各種労

働問題に関する相談に応じております。また、

社会保険労務士等を労働施策アドバイザーとし

て委嘱し、定期相談のほか、事業所への派遣に

よる相談にも応じながら、働きやすい労働環境

を整備し、雇用の維持を図っているところでご

ざいます。（１）の相談件数につきましては、

平成18年度が339件、19年度が300件、20年度

は344件となってございます。（２）の主な相

談内容でありますが、平成20年度で見ますと、

賃金や労働時間などの労働条件に関するもの

が186件、労働保険や退職金共済制度などの勤

労者福祉に関するものが51件、就職や配置転換

などの雇用に関するものが50件となっておりま

す。（３）の広報、情報提供についてでござい

ますが、仕事と家庭を考えるフォーラムの開催

ですとか、仕事と家庭の両立応援宣言事業の取

り組みなどによる啓発ですとか、広報誌、県の

ホームページ等により労使双方に対して各種制

度、関係法令等の周知を図ることなどによりま

して、労働環境、雇用環境の整備に努めており

ます。今後とも、労働局やハローワーク、労働

基準監督署など関係機関と連携しながら、雇用

の維持が図られるよう努めてまいりたいと考え

ております。以上でございます。

○満行潤一委員長 執行部の説明が終わりまし
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た。御意見、質疑等がございましたらお願いい

たします。

○松田委員 ２点お伺いします。１点は、関連

資料でいただきました県内就職説明会の状況に

基づいてなんですが、就職説明会を開く目的を

お教えいただけますか。

○篠田地域雇用対策室長 県内就職説明会は、

８月に６カ所で開催しておりますが、目的とい

たしましては、Ｕ・Ｉターンをされる方の仕事

の場の提供、マッチング、あるいは新規学卒者

のマッチングの場ということで考えておりま

す。

○松田委員 先年度のデータを見ますと、参加

企業275社が求人、人を求めて参加していらっ

しゃる。そのうち、参加者に対しまして決定者

が77人ということで、１社当たり１人という数

にもなっていないんですが、これはどういうふ

うに分析していらっしゃいますか。

○篠田地域雇用対策室長 77人の就職決定とい

うことは、例えば参加者が企業の求める人物像

に合っていなかったんじゃないかというふうに

分析しているところでございます。

○松田委員 マッチングの相違というのが大き

な原因になってくるんですけれども、77人以外、

参加者が961人ですから、ほかの800人ぐらいの

方々、今回マッチングできなかった参加者の方

に対してその後、何か策は講じていらっしゃい

ますか。

○篠田地域雇用対策室長 宮崎労働局とか、こ

れからやるところのいろんな就職説明会、そう

いう情報等を提供しております。

○松田委員 情報の提供ということなんです

が、就職意欲を持って来られた方々が、企業の

条件が合わないということだけではない、さま

ざまな要素があるかと思うんですけれども、そ

のフォローが大事だと思うんですね。せっかく

就職したいと思ってわざわざ足を運んでいらっ

しゃる方々、たまたまあるいは何となくぐずぐ

ずという感じでその日は即決ができなかったけ

れども、その後、第２、第３でフォローの手を

差し伸べると、就職に結びつくということはた

くさんあろうかと思います。その説明会だけで

はなくて、その後フォローするというのを、個

別にダイレクトメール等々難しいかと思うんで

すが、そういったことは考えられないですか。

○篠田地域雇用対策室長 その場で、ふるさと

宮崎人材バンクがありますけれども、その登録

を勧めるコーナーを設けたり、あるいは若手の

方の40歳未満の方を対象に、ヤングＪＯＢサ

ポートみやざき等を紹介しながら、その後、ま

た情報提供していくという形をとっておりま

す。

○松田委員 今までどおりの就職のあり方ある

いはマッチングということでは、こういうふう

に職を求めている人が多い時代でも、なかなか

効果が上がりづらいかと思います。一歩突っ込

んだ細かい指導、支援をお願いしたいと思いま

す。

もう一点、先ほど総合政策課のほうからも

伺ったんですけれども、雇用創出案、これは、

ふるさと雇用再生特別事業を推し進める中で、

３年間の継続、１年以上の雇用を求める方々の

という策なんですが、これは県のほうのアイデ

アだけではなくて、民間からも雇用の事業案を

募集しているというふうに伺ったんですが、内

容をお教えいただけますか。

○篠田地域雇用対策室長 ５月１日から５月29

日まで、予算規模は３億円なんですけれども、

原則10団体程度ということで、ふるさと基金を

使った民間企画提案型の事業を募集したところ
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でございます。現在は54の応募がありまして、

採択に向けて内容の審査とかヒアリング等を

行っているところでございます。

○松田委員 その審査結果はいつぐらい公表さ

れますか。

○篠田地域雇用対策室長 なるべく早く公表し

たいという形で、今現在、事務を進めておると

ころです。

○松田委員 ぜひぜひ精査をいたしまして、民

間のニーズに合った雇用の案を上げていただき

たい、このように思います。以上です。

○外山三博委員 １ページのセーフティネット

保証の数字がありますけれども、合計3,440、

承諾3,068、これはセーフティネットの保証だ

ろうと思うんですが、これ以外の一般の保証申

し込みと承諾は別個にあるんでしょう。全部

ひっくるめた数字なんですか。

○安田経営金融課長 この資料はセーフティ

ネットのみの数字であります。

○外山三博委員 ということは、この期間の通

常の保証申し込みと承諾はどのくらいあるもの

でしょうか。

○安田経営金融課長 件数はまとめてありませ

んので、金額だけですが、昨年11月から５月ま

で、金額で674億3,500万円余の保証を承諾して

おります。

○外山三博委員 このセーフティネットと一般

の保証と合計した額、前年と比べて相当ふえた

んですか。

○安田経営金融課長 平成19年度と20年度の比

較で申しますと、件数が19年度が6,744件に対

して8,953件、金額が663億500万円に対して937

億8,900万円、金額でいいますと約41％の増と

いうことになっております。

○外山三博委員 保証申し込みがそれだけふえ

たと。今度はこの期間の、これまで保証してい

た分の未払いというのか、保証倒れというのか、

件数はどうだったんですか。

○安田経営金融課長 19年度と20年度の比較で

申し上げますと、19年度が34億7,500万円余、20

年度が45億3,800万円余、約30％の増というこ

とになっております。

○外山三博委員 保証倒れが相当ふえています

ね。これに対して何らかの指導なり対応なり、

特段されたんですか。

○安田経営金融課長 19年度に比べまして、20

年度の代位弁済がふえている状況にあります。

保証協会といたしましても、期間中の、保証し

ている途中の指導といいますか、保証しっ放し

ではなくて、保証した企業の中でも厳しいとこ

ろについては金融機関等と連携して、そのあた

りの状況の把握、そういったことをやられてい

るというふうに伺っております。ただ、代位弁

済の増加の状況といいますのは、昨年来の景気

の状況もありまして、全国的にこういった増加

傾向にあるというふうに、そういうところであ

ります。

○外山三博委員 この数字を聞いて、はっきり

景気の悪さが企業経営を直撃して、これだけ代

位弁済がふえた、倒産に追い込まれていったと

いうような形ですね。倒産までしないにしても、

そういう場合にセーフティネットにのせてあげ

るとか、そういうのはないですか。

○安田経営金融課長 当然、代位弁済に入る前

に、例えば資金繰りでありますとか、そういっ

たことが大変厳しい中で、企業がどうやって運

転資金なり、そういったものを確保するかとい

うのが求められます。その役割がこのセーフ

ティネットというわけでありますから、代位弁

済に行く前にいろんな、例えばこれまでの保証
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とは別枠で今回の緊急保証というのは認めてい

るわけですから、当然、今回保証している中に

はそういった、もしこの緊急保証がなければ代

位弁済とか、そういった厳しい状況に行ったか

もしれないんですが、このセーフティネットが

あることで経営が継続できているといった場合

も多いというふうに考えております。

○外山三博委員 景気が一応底入れしたという

ふうに政府のほうも言っておりますが、この５

月以降、６月がもう終わりますが、代位弁済の

件数が６月に入ってやっぱり前年よりも多い傾

向でいっているのか、大体平常時に戻ったのか、

最近の動き、その辺はどうなんですか。６月の

話だから、まだ資料には出てこないですか。

○安田経営金融課長 代位弁済の件数だけで言

いますと、１月が47件、２月が49件、３月がや

はりふえまして64件ございましたが、４月が33

件、５月が35件、やや落ちついている状況には

ありますが、ただ、依然として全体としては厳

しい状況がございますので、今後ともそのあた

りは十分見ていかなくちゃいけないというふう

に思っております。

○長友委員 緊急保証制度ですけれども、この

グラフで３月は申し込み件数よりか承諾件数が

ふえているんですけれども、これは何か理由が

あったんですか。

○安田経営金融課長 申し込みと承諾は、単純

にその月の合計を足し上げていますので、例え

ば２月に承諾と申し込みの差がありますけれど

も、２月に申し込みを受けたものが結果として

３月に承諾されたということでこういったこと

になっております。信用保証協会では、申し込

みがありますと、原則として11日程度で判断し

ていこうということで、できるだけスピー

ディーにやっているわけですが、結果としてこ

ういう差が、タイムラグが生じているところで

ございます。

○長友委員 承諾件数が3,068件ということで

すが、宮崎県の中小事業所数は総数としてはど

れくらいあったんですか。対象になるような事

業所数。

○安田経営金融課長 いわゆる事業所統計で申

しますと５万7,000件、企業数ではないんです

が、事業所統計では５万7,000件余ということ

になっております。

○長友委員 事業所数が５万7,000事業所数ぐ

らいあって、3,000件ぐらいが借りられたとい

うことで、それが多いのか少ないのかというの

はわかりませんが、その辺でとどまっていると。

また、真ん中のグラフを見まして、12月から３

月ぐらいの保証承諾額からすると、４月、５月、

件数も減っていると思いますけれども、承諾額

も減っていますけれども、宮崎の中小企業の状

況からして、保証というのがこの辺で落ちつい

たのかどうか、これで宮崎の経済を支えている

中小企業というのが安定してきたのかどうか、

その辺の分析はどうされていますか。

○安田経営金融課長 先ほど事業所数で申しま

したけれども、企業数でいいますと、約４

万1,000社ほどございます。今回のセーフティ

ネットも含めてなんですが、信用保証協会で保

証でかかわっている企業というのが約１

万2,000社、約28％強の企業が信用保証協会で

何らかの保証をとられていると。ただ、近年、

徐々にでありますが、信用保証協会の保証を利

用される企業の割合が増加しておりますので、

そういった意味では、保証協会の保証を活用し

ていく必要があるといいますか、そういった企

業もふえているのかなというふうに思っていま

す。
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今、委員おっしゃられましたこれからの見通

しですが、２番目の表にありますとおり、３月

が確かにピークはあるんですが、４月以降もこ

こにありますとおり41億円、42億円ということ

で、このセーフティネットに対する利用は底が

たいというふうに考えております。その後、現

在、６月の申し込み状況ですが、件数としては

やや増加の傾向にございます。まだ統計として

まとまっていないんですが、信用保証協会に伺

いますと、やや増加していると。ただ、申し込

みの平均の金額が少し小口になっているという

ことを伺っています。やはり２月、３月ごろに

申し込まれた企業よりももうちょっと零細の企

業まで厳しくなって、この制度の申し込みがな

されているのかなということを考えますと、い

ましばらくしっかりとそのあたりを見ていかな

くちゃいけないなというふうに考えておりま

す。

○長友委員 全国の実績が54万社で11兆円を超

えているということですから、経済的な指標か

ら、100分の１ぐらいから考えると、宮崎県で

も5,000社ぐらいは相当してもいいんじゃない

かという感じになるわけですけれども、件数は

緊急保証だけ見ますと3,068だから、まあまあ

かなという感じはするんですけど、ただ、直接

ここが倒れますと失業者が出てしまうわけです

から、今までも踏ん張ってきてもらっています

けど、何とか踏ん張って、しっかりした保証と

いうのをやっていただきたいと思います。

それと、156、否決されましたけど、内容的

には説明がありました。場合によっては、貸せ

ないので、今借りている部分の条件変更とか、

そういうところあたりも進めているという話も

ありましたけれども、精査した上でのこういう

結果ではあろうと思います。代位弁済のおそれ

がまた発生するということもあるでしょうか

ら、ただ、個別にまたアドバイスをしっかりし

ていただいて、少しでも倒産をしなくて済むよ

うな方向での指導をお願いしておきたいという

ふうに思います。以上です。

○権藤委員 同じ項目ですが、先ほどの説明の

中で、156件のほうに、要するに代位弁済で残っ

ている例というような説明があったかなと思う

んです。残っているところは、非常に厳しい経

済環境にさらになったわけだから、もうほとん

どだめですよという解釈になるのかどうか。逆

を言えば、そういうところでも、左側の3,068

件の中に入ったところ等があるのかどうか、代

位弁済という致命傷を持ちながら。

○安田経営金融課長 先ほど代位弁済のケース

もございましたという話なんですが、156件の

中で18件ほどございました。委員のお話のよう

に、大変厳しい中でということで、私ども同じ

理解もあるわけですが、現在の制度の中では、

どうしても過去のそういったものが整理できな

い中では新たな保証ができないという制度の中

での運用でございますので、御理解をいただき

たいというふうに思っております。

○権藤委員 そうすると、私たちが思うのは、

セーフティネットの制度ができて適用しましょ

うということなんだけど、そういうところはス

タートラインに並べませんよというような解釈

になってくると思うんですが、仕方がないとい

えば仕方がない話ですが、それと、経営計画の

見直し等の指導をしたということなんですが、

そういうところは指導のしようがないというよ

うな形で、18件とはいいながら、出していない

ところが多いとか、そういうことで、通常以上

に踏み込んだセーフティネットの対象としても

救ってあげられませんよと、今回の制度でもだ
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めですよということなのか。あるいは経営指導

ということをする中で、さっき長友委員から出

たように、何らかの返済計画を軽くしてやると

かというようなこと等があって、受けられるよ

うにしてあげたとか、そういうことがあるのか

ないのか。

○安田経営金融課長 まず、先ほど経営計画の

作成の指導とか、そういった支援を行っている

という説明を行いましたけれども、それは156

件の中で約100件ほど、100件以上ですが、そう

いったことでなかなか経営計画が立てきれてい

ないということなので、そういった企業につい

ては、もちろんそのすべてではないんですが、

専門家が入ってもなかなか経営計画が立てられ

ない場合もあるんですが、専門家が入れば逆に

うまくいく企業もあるわけですから、専門家の

助けがあれば何とかなれるという部分は積極的

にやっていきたいというふうに考えておりま

す。そういった取り組みを今、行っているとこ

ろであります。

一方で、権藤委員が言われた代位弁済につき

ましては、先ほどもお話ししたように、今の制

度でいうと、過去の代位弁済がある企業につい

ては、今の保証制度というのは適用できないと

いうことになっております。ただ、実は、確か

に過去の代位弁済はあるんだけれども、その企

業というのはいいものがあって、将来的には何

とか救えるんじゃないかというような議論とい

うのが全国的にございまして、そういった中で

いうと、従来、信用保証協会の代位弁済という

のは原則的には全く免除とかいう制度はなかっ

たわけですが、平成18年から保証協会の代位弁

済についても、いろいろ要件がございますが、

例えば公的な支援機関の計画の認定を受けると

か、なかなかハードルは高いんですが、そういっ

たことを受けると、代位弁済の一部とか全部を

免除できるというような制度も全国的にスター

トいたしました。県の信用保証協会でも１件、

そういった制度を活用して、その企業が立ち

直ったといいますか、そういった事例もござい

ます。今後こういった制度も積極的に活用しな

がら、今言われたような部分を何とか手当てで

きないか、保証協会等とも十分検討してまいり

たいというふうに考えております。

○権藤委員 私は、見きわめ指導というのも大

変難しい内容だろうというふうに思うんです

が、今回のセーフティネットの特徴というのは、

従来よりも激変、がくっと売り上げ等が落ちて

きたということで適用を受けるんだろうと思う

んですが、では、いつになったらそれが改善さ

れるのかという予測は、トータル的なものもあ

るし、業種によっても早いものと遅いものとあ

るのかなと思うんですけど、そういう中で、逆

に、この事業については国も代位弁済等が今後

ふえる、保証協会の代位弁済がふえるというこ

とを予測しながら、激変緩和のためのカンフル

注射でやりましょうということであっても、や

らざるを得んのじゃないかと思うんです、そう

すると、セーフティネット等で3,000件ですか、

この中には相当に、言葉がいかんけれども、危

ない橋みたいなものがあるのかなと思います

が、それは今、結果を点検しろといっても点検

できんわけですけど、資金を使い切った後に力

が尽きて、景気が改善せんから、ばったりいく

というケース等は、今後、保証料の引き上げと

か、そういう面で確保しておかないといけない

んじゃないかという気がするんですが、それが

この制度かもしれませんが、非常に難しいのは、

厳密にやれば、こっちの156件が200件になった

り300件になったりするという話で、非常に難
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しいと思うんですけど、またさっき長友委員が

言われたように、何らかの負担というか、支払

い期間の延期、その他を含めて、企業が持ち直

して存続するということは、つぶれるというこ

とよりも、少ない利益ぎりぎりでもずっとやっ

ていって、景気がよくなれば雇用とか、そうい

うものが保証ずっとされ続けるわけですから、

そういう面からも、幾らかのリスクというのは

ありながらも、この法の精神というのはそうい

うところにあると思いますので、保証料が高く

なることも含めて、それは国も出す、県も出す

という確保しての景気対策ですから、私が一部

聞いているのは、銀行に出したけど、保証協会

に行かずに書類がとまって、そして、保証協会

に行かんのかといったら、銀行の判断でこれは

無理だと。本当に無理かもしれんわけです。だ

けど、本人のところには、市の商工会議所で推

薦みたいなことをしてもらうんですが、その書

類の期限が切れてからでないとわからんと。多

いから期間がかかったんですわというのがある

かもしれんけど、企業にしてみたら、いつ心臓

がとまるか、そういう救急医療みたいな状況の

もとですから、その間、体制的にも審査する人

をふやすとか、そういったこと等含めて、ぜひ

企業の側で配慮のある施策を推進してもらうよ

うに、保証協会もですけど、銀行の指導も含め

てしてもらわないと、これは絶対だめという人

は早く言うとか、そういうことをお願いしたい

というふうに思います。

○安田経営金融課長 委員お話をされた件、大

変大事なことだと思っています。幾つかござい

ましたけれども、１つは、企業の改善の見通し

というのがなかなか立たないという中でいう

と、セーフティネットというのは、例えば返済

の据え置き期間を１年とか２年置いた上で、あ

る程度長期な返済計画を求めます。その際に、

この借り入れだけではなくて、例えば全体とし

ての資金の返済計画とか、そういったものが大

変重要でございますので、そのあたりの指導な

り、保証協会なり銀行で全体としてその企業が

何とか維持できるような、そういったことをと

思っております。この制度というのは、そういっ

た厳しい状況の中で国において緊急的に取り組

んでいくわけでございますので、私どもも、保

証協会、金融機関と、ぜひそういった前向きの

対応をということで、もちろん基準はございま

すが、その中でいかに前向きにやっていけるか

ということが一番大事かなというふうに思って

います。

最後に委員言われました銀行の窓口でという

お話は、そういう御指摘もありましたので、実

は５月に、銀行の審査部門、実際に審査をされ

る方と意見交換会を行い、そういったことがな

いようにというお話もさせてもらったんです

が、その際、銀行からは、この緊急保証は100

％保証協会の保証がついていまして、銀行とし

てはリスクがないということもあって、積極的

にやっていくということがありまして、特にこ

の２月以降については、市町村の認定の件数と

保証協会に上がってくる件数がほぼイコールと

いうことから考えますと、銀行の窓口で今おっ

しゃられたようなことはほとんどなくなってき

ているのかなというふうに考えているところで

ございます。

○濵砂委員 関連。セーフティネットと一般の

マル保の銀行の負担割合というのは違うんです

か。

○安田経営金融課長 通常の保証につきまして

は、保証の一部を銀行にも負担していただこう、

責任を分担していただこうということで、中身
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によっては２割とか３割、銀行に負担をお願い

する場合がございます。

○濵砂委員 セーフティネットと一般のマル保

の資金の銀行の負担の割合は違うんですかとい

うことです。

○安田経営金融課長 基本的には、貸し付ける

原資については銀行の資金ですから、どっちも

銀行の資金です。違いは、保証協会の保証割合

が違うだけです。セーフティネットは100％保

証協会が保証します。その他の分については７

割とか８割、保証協会が保証します。そういっ

た状況になっております。

○濵砂委員 例がよくあるんですが、特に銀行

が、例えばプロパー資金を貸している部分とか、

例えばプロパーを1,000万貸している、あるい

は一般のマル保を1,000万貸している。申し込

みに行くと、いや、あなたのところは、経営改

善は、もう少し余裕を持ったほうがいいですよ

と。本人は欲しいわけです。資金繰りを余裕づ

けるために欲しいんですよ。申し込みに行くと、

今いい機会ですから、これを含めて2,000万円

を申し入れしなさいということなんです。事業

主は期待をして持っていくわけです。申し込み

をする。ところが、保証協会は、2,000万円提

出しても、分引きするんです。銀行が計算ずく

で持っていくんでしょうけど、結果的に800万

削減して1,200万円の融資決定がなされたとか、

あるいは1,000万だったというと、銀行は自分

ところの負担を恐れて避けるわけです。銀行が

本来負担すべき部分を公的負担にかえてしまう

というものが中に考えられるんです。その辺は

どうですか。

○安田経営金融課長 このセーフティネットに

ついては、企業の運転資金なりそういった新し

い資金が必要なわけです。場合によっては、借

り入れをまとめて、最終的にその負担が軽くな

るというのをねらう場合もありますが、ただ基

本的には、真水といいますか、資金が企業に行

くことが本来の目的でありますので、そのあた

り、本来の目的が逆転するようなことは望まし

くない、当然そういったことは金融機関との意

見交換の中でしっかり指摘していきたいという

ふうに考えております。

それと、先ほど私、保証は、７割の場合、８

割の場合と言いましたけど、すべて８割です。

申しわけありません。

○濵砂委員 真水の部分が非常に少ない。銀行

が得するんです。特に第一地銀が多い。事業者

は、やっぱり欲しいものですから、申し込みす

るんです。一般のプロパー資金を銀行が直接貸

している。保証は、ある程度保証人とっている

のか、一般の保証をかけているのかわかりませ

んが、あるいは一般の保証づきが今、残高1,000

万残っているのを1,500万、あと500万積み増し

してセーフティネットかけませんかと。その商

談の中で、ぜひやってくださいということに

なって、申し込みをするが、保証協会では1,200

万だとか1,000万に経営状況を見て削減してく

るんです。

だから、一つお願いしたいのは、今までのも

のをおいて新たなものを保証する、あるいは

今1,000万のマル保があれば、あと1,000万追加

部分はセーフティネットで、こっちは今までど

おりで銀行と商談ができんのかなという……。

銀行がうまく活用している分も確かにあるんで

す。ずっと前から、始まって以来ずっとのこと

なんですけど、うまくできんかなと思うんです。

負担が公的負担にすりかわるという銀行のやり

方をセーブするようなものが……。でないと、

事業者は借りたいけれども、借り入れた金額が
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ほとんど変わらんというのが結果なんで

す。2,000万欲しいけれども、1,000万今まで持っ

ていたのを含めて、真水が1,000万あって2,000

万申し込む、ところが、実際におりる金は1,200

万ぐらいだったと。結局、保証がセーフティネッ

トに入って、本人は200万の真水しかなかった

というようなのが結構あるみたいです。うまく

ひとつ調整をとっていただきたい。

○安田経営金融課長 今、委員の御指摘のよう

なケースというのは、今回のこの制度の本来の

ねらいから少しずれているというのがあると

思っています。私ども、この制度を含めて、県

の融資制度等々で金融機関との意見交換会を頻

繁にやっております。そういった中で、今のよ

うなお話はしっかりと伝えて、改善を働きかけ

てまいりたいと思います。

○前屋敷委員 雇用調整助成金のことで御説明

いただいたんですが、活用状況のところです

が、20年度に251の事業所で対象者数が２

万4,807人、21年度４月のも出ていますが、こ

れは単純に、251の事業所が活用して２万4,807

名の方の雇用の維持につながったというふうに

解釈してもいいんですか。

○押川労働政策課長 そのとおりです。

○前屋敷委員 単純にいきますと、事業所数

が251ですから、１社100名ぐらいの割合になる

んですけど、規模としては、これは中小企業の

部類に入るということですか。

○押川労働政策課長 平成20年度の12月から３

月までの状況がここの251件なんですけれども、

これを見ますと、大企業が22社、中小企業が229

社となっております。

○前屋敷委員 これは12月から３月の内訳です

か。大企業が22社、中小企業が229社、企業名

などはわかりませんでしょうね。

○押川労働政策課長 わかりません。

○満行委員長 以上で終わりたいと思います。

執行部の皆さん、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時29分休憩

午前11時31分再開

○満行委員長 委員会を再開いたします。

農政水産部においでいただきました。私は、

この特別委員会の委員長に選任されました満行

潤一です。時間の都合上、委員の紹介は省略さ

せていただきますが、私ども13名がさきの県議

会で委員として選任され、今後１年間、調査活

動を実施していくことになりました。当委員会

の担う課題の解決に向けて努力してまいりたい

と思いますので、御協力をよろしくお願い申し

上げます。

それでは、執行部の幹部職員の紹介並びに概

要説明をお願いいたします。

○伊藤農政水産部長 農政水産部でございま

す。よろしくお願いします。

まずは、委員の皆様方におかれましては、日

ごろより本県の農水産業施策の推進に多大な御

理解、御協力をいただいておるところでござい

ます。この場をおかりしまして厚くお礼を申し

上げたいと思います。

それでは、お手元の特別委員会資料を１枚お

開きいただきまして、資料１ページをごらんい

ただきたいと思います。農政水産部幹部職員名

簿を掲げておりますけれども、本日は時間の関

係もございますので、名簿の配付により紹介に

かえさせていただきます。

本日、農政水産部のほうからは、就農支援対

策及び就農状況について、並びに水産業におけ

る就業支援対策及び就業状況について御説明を
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させていただきます。御案内のとおり、担い手

の減少、高齢化が進行する中で、本県農水産業

の持続的な発展を図っていくためには、多様な

担い手を育成確保していくことが喫緊の課題で

あると考えております。このため農政水産部で

は、他産業からの参入者を含めまして、就農就

業定着に至るまでの各ステージにおいてきめ細

かな支援を実施しておりますけれども、昨今の

景気の低迷等によりまして、全国的にも農水産

業分野における雇用に注目が集まっておりま

す。このため、先般の１月補正予算で実施しま

した経済・雇用緊急対策におきまして、農水産

業への新規就業希望者の臨時雇用によります支

援等の雇用対策事業を実施しておりますけれど

も、きょうは、このような取り組みの詳細等に

つきまして、後ほど担当課長から御説明をさせ

ていただきます。

私のほうからは以上でございます。よろしく

お願いします。

○山之内地域農業推進課長 地域農業推進課で

ございます。

就農支援対策及び就農状況につきまして御説

明申し上げます。

農政水産部の資料の２ページをごらんくださ

い。まず、１の多様な担い手の育成確保に向け

た総合的な支援対策でございます。（１）に基

本的な考え方を示しております。担い手の減少

や高齢化が進む中で、多様な担い手の確保や企

業的な経営体の育成は、本県農業の持続的発展

を図る上で最大の課題であると考えておりま

す。このため、即戦力となる人材の育成確保や、

他産業からの農業参入を促進するなど、担い手

の育成確保に向けた総合的な支援対策を講じる

こととしております。

支援対策の具体的な内容でございますが、

（２）にありますように、啓発・相談から定着

まで各段階に応じまして関係機関・団体等と連

携を図りながら、きめ細やかな支援に取り組ん

でいるところです。主な内容を説明申し上げま

すと、まず就農啓発・相談では、就農相談セン

ターを設置するとともに、県内外で就農相談会

を開催しております。次に、就農準備のための

支援として、各種研修や研修資金の貸し付けな

どを行っております。また、円滑な経営開始の

ため、初期投資の負担軽減策や農地のあっせん、

さらには無利子の就農支援資金の貸し付け等を

行っております。そして、実際に就農されます

と、経営の安定を図るため、地域において普及

センター等による指導を行っております。

続きまして、３ページをお開きください。

（３）の新規就農者の確保状況でございます。

平成20年の状況は、①にありますように、219

人となっており、内訳は、農業後継者が124人、

それ以外の者が95人となっております。また、

②の農業法人の雇用状況ですが、本年１月の調

査では、１法人当たり13人の雇用となっており

ます。最近の動きとして、③にありますように、

就農相談件数、農業法人への新規就農者数、農

業実践塾への応募の増加など、従前にも増して

就農への関心の高まりや農業分野における雇用

の増加が見られるところです。

次に、４ページをお開きください。（４）の

他産業からの農業参入でございます。①の参入

状況でございますが、他産業から農業に参入す

る企業は、表のとおり年々増加しており、本年

１月１日現在で58法人となっております。業種

別では建設業からが、また部門別では野菜が最

も多い状況でございます。県としては、②にあ

りますように、フロンティア法人活動支援事業

や農業法人設立促進事業により、啓発・相談か
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ら参入までの支援を実施しているところでござ

います。

（５）の今後の課題でございます。離農の状

況につきまして、農林業センサスのデータでは、

平成12年から平成17年の５年間で販売農家

の4,189戸が離農している状況にございます。

今後、農家から経営体への意識改革、経営の継

続安定に向けた支援を行うとともに、経営資源

を継承する仕組みづくりや円滑な就農に向けた

支援体制の充実強化を図ることが必要であると

考えております。

次に、５ページをお開きください。２の経済

・雇用緊急対策における取り組み状況でござい

ます。まず、（１）の経済・雇用緊急対策に係

る支援事業といたしまして、本年１月の補正予

算により２つの事業を実施したところです。そ

のうち①のみやざき農業チャレンジ支援事業で

は、県有農場の管理等のため、農業に関心のあ

る方を臨時雇用するとともに、各地で就農相談

会を開催したところでございます。また、②の

みやざき農業支援人材獲得事業では、農業法人

等と県内外の求職者等のマッチング面接会や、

試用期間中の雇用経費を支援したところでござ

います。（２）の取り組み成果といたしまして、

さきの２つの事業により新たに45名の方が農業

分野に進むことになったところでございます。

（３）の今後の取り組みですが、①のチャレン

ジ精神のある多様な人材育成事業、みやざき農

業経営力強化支援事業、宮崎発・大地を活かす

農商工連携ビジネスモデル創出事業の３つの事

業の予算を本議会でお願いしているところでご

ざいます。これらの取り組みによりまして、総

合的な就農支援対策をなお一層充実強化してま

いりたいと考えております。

地域農業推進課からは以上でございます。

○鹿田水産政策課長 水産政策課です。

水産業におきます就業支援対策及び就業状況

について御報告させていただきます。

１の（１）の基本的な考え方でございますが、

やはり漁業におきましても、就業者の減少、高

齢化が進行しておりまして、そういった中で漁

業就業者の確保育成が必要となっております。

このため、漁業就業に関する情報の収集と発信、

窓口相談の設置等におきまして、マッチングを

推進しますとともに、漁業を体験する研修の実

施、漁労技術の習得及び漁業に必要な資格の取

得のための講習等の就業支援によりまして、本

県水産業を担う意欲と能力のある漁業者の育成

確保を図っております。

（２）に具体的な支援の内容を書いておりま

す。まず、情報発信の部分ですけれども、相談

窓口―漁業就業者確保育成センターと呼んで

おりますが、こちらを県漁連内に設置しており

まして、そこで就業希望者からの問い合わせの

対応等を行っております。また、毎年、都市部

で開催されます漁業就業支援フェアに参加しま

して、そちらで漁業に関心のある方に対する情

報発信、また短期漁業研修等の紹介を行ってお

ります。次の技術習得支援でございますが、現

場での長期研修の実施とありますが、これは、

就業者支援フェアでマッチングした新規漁業就

業希望者に対します漁業研修制度―国の制度

ですが、こちらを活用することを考えておりま

す。また、県の高等水産研究所におきまして、

技術・資格取得の研修等もメニューは用意され

ております。次に、実際に漁業を始めるに際し

ての資金の問題でございますが、漁業経営開始

時に必要な漁船や漁具等の施設整備費や技術習

得のための研修費用について、制度資金により

支援を行っております。実際に経営を始めてか
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らの支援でございますが、漁業者の方で漁業士

というふうに県が指定しておりますが、こう

いった漁業士によります漁業技術や経営ノウハ

ウの指導ということ、もう一つは、県の水産業

普及指導員によります技術指導と経営相談とい

うことを行っております。

次のページの（３）に新規の就業者の状況を

示しております。①の表ですが、新規就業者の

推移とありまして、平成16年から平成20年、１

月から12月の区切りですが、示しております。

平成20年につきましては、28名、新規就業があ

りまして、内訳は下のとおりとなっております。

②ですが、上の新規就業者の定着状況をことし

の５月に調べたものですけれども、お示しして

おります。平成17年に44名、新規就業しており

ますが、その方たちで現在も漁業を継続されて

いる方は31名おりまして、定着率70％となって

おります。他の年度につきましても、近い年度

になりますと、まだ90％以上ということです。

２の経済・雇用緊急対策における取り組み状

況ですが、これは21年１月の補正事業で県の単

独事業で行ったものでございます。漁業就業を

希望する方を対象に現場での集中的な研修を実

施し、その費用を県が負担する、補助するとい

うことでございます。こちらの事業で14件、問

い合わせがあったのですが、実際に７名の方に

ついて面接を実施しまして、研修場所や研修期

間の御都合が合った５名を対象に実際の研修を

行っております。（２）の成果でございますけ

れども、この５名のうち４名につきまして、研

修受け入れ先の漁業、これは定置漁業ですけれ

ども、４月に正式に雇用になっております。

３の今後の取り組みでございますが、先ほど

御紹介しました既存の県の取り組みについて、

一層、業界との連携を図りまして、取り組んで

いきたいと考えております。また、国の補助事

業ですとか今後の補正予算でも雇用の緊急対策

というものが出されておりますので、そちらを

積極的に活用したいと考えております。以上で

ございます。

○満行委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑などございましたらお願いいたし

ます。

○横田委員 ３ページの上の表ですけど、非農

家出身者で農業経営を開始した人が40名おられ

るというふうに書いてありますけど、この40名

の人は、例えばハウスとか牛舎とか、そういう

のは新規で建てられているということなんで

しょうか。

○山内連携推進室長 新規に参入する場合は、

就農支援資金等を活用した形で新たにハウスを

建てられるとか、あるいはハウスにつきまして

も、離農家の中古ハウス、そういったものを初

期投資の軽減という形で入手するとか、そう

いった形態になっております。

○横田委員 ４ページで販売農家の4,200戸近

い人が離農しているというふうに書いてありま

すけど、この4,200戸の中には後継者がいなく

て離農された方もたくさんおられると思うんで

す。私は以前から言っていたんですけど、農業

後継者といったら家族のことをいつも言います

けど、別に家族でなくてもいいと思っているん

です。今まで農業をやってきたところに全く第

三者の人が、いわゆる家族の後継者みたいな形

で入っていって、１年、２年、一緒に営農して

いただきながら、技術指導もしてもらって、そ

のまま経営を譲り受ける、そういう形で新規参

入ができれば、スムーズに入っていけるんじゃ

ないかなと思うんです。経営をやめようとして

おられる方を新規で入りたい人に紹介すると
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か、そういうのがあったら非常にいいんじゃな

いかなといつも思うんですけど、そこらあたり

いかがでしょうか。

○山内連携推進室長 確かにセンサスで見まし

た場合、平成17年センサスで後継ぎのいない販

売農家が62％ほどありまして、確実にそういう

ような状況にございます。委員御指摘のような

取り組みにつきましては、昨年、例えば新富町

で施設果樹の経営を技術力のある県外からの方

が、そういった施設を就農支援資金を借りるこ

とによって継承し、さらには１年間から２年間

かけまして、その農家の方が技術研修も行いな

がらやっているというような事例もあります。

そういった取り組みにつきましては、農業振興

公社等に設けております就農相談センターの中

でそういった農家とのマッチング等も取り組ん

でいるところです。まだ数的にはそうありませ

んけれども、こういった取り組みはきちんと伸

ばしていくことが必要だというふうに思いま

す。

○横田委員 実践例もあるということですの

で、その実践の内容を吟味していただいて、多

分、非常にいい成果が出るんじゃないかなと思

いますので、さらにその輪を広げていっていた

だけたらいいなと思います。よろしくお願いし

ます。

○山之内地域農業推進課長 委員御指摘のあっ

たような取り組み、類似した取り組みとしては、

ぴたっとはいきませんけれども、例えば就農ア

ドバイザーということで、地域の先進農家にお

願いしまして、そこでマンツーマンの指導をや

るというような取り組みもございまして、昨年

度はそういう形が28組やられたところでござい

ます。そういう形でもって新規参入者が地域に

溶け込んでいって、新たに農地とかあるいは施

設を継承していく、そういうシステムづくり、

仕組みづくりが今後重要ではないかと考えてお

りますので、委員御指摘の点を踏まえまして、

着実に進めてまいりたいと思います。

○中野廣明委員 ４ページ、今後の課題という

５番目です。販売農家の離農状況、私は、農業

をやめる人ばかりだと思って、経営主体が65歳

未満、これは年をとっていってという話でしょ

うけど、減少数から65歳未満を引いた約2,300

農家ぐらい、どういう理由で離農したか、そう

いう分析はしているんですか。

○山之内地域農業推進課長 農林業センサスの

データにつきましては、詳細な分析というとこ

ろまでは現実には至っていないわけでございま

すけれども、ただ、国のほうの全国的なアンケー

ト調査がございまして、農業構造動態調査報告

書というのがございますけれども、あくまでも

全国的なデータということで見てみますと、離

農した主な理由としては、主たる農業従事者が

高齢化したためというのが44％ぐらい、病気や

介護等により農業が続けられなくなったためと

いうのが29.6％ほど、農家以外の仕事に就職ま

たは専念するためというのが約15％ほど、農業

では十分な収入が得られないためというのが

約14.8％というような全国的なデータはござい

ます。

○土屋営農支援課長 昨年12月ですけれども、

普及センターのほうが、原油とか飼料の高騰の

影響で離農した農家、あるいは作物を転換した

農家というものの調査をした結果がございます

ので、御紹介したいと思います。まず、耕種部

門では、廃業した農家が34戸、その主なものは

ピーマン、キュウリ、ハウスミカン、お茶でご

ざいます。品目を転換した農家が113戸、これ

はピーマン、メロンからほかの品目に転換した
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ところです。作付面積を減らした農家が70戸ご

ざいまして、ピーマンとミカンが中心となって

おります。畜産部門におきましては、廃業した

農家が234戸、これは肉用牛繁殖と酪農が中心

になっております。経営転換は酪農が中心に

なっております。15戸でございます。それから、

飼養頭数を減らした農家が199戸となっており

まして、これは肉用牛繁殖が中心となっていま

す。ただ、畜産部門の廃業した農家といいます

のは、１頭から３頭の少頭飼いの農家がほとん

どでございまして、農家の中の畜産の部門をや

めたという農家が主なものでございます。離農

した理由といたしましては、先ほどもございま

したけれども、高齢化、後継者不足、コストの

増大、販売価格の低迷、負債の増大というもの

が主な理由となっております。以上でございま

す。

○坂口委員 水産漁政関係、新規就業者と定着

率の部分ですけど、44から31、59から45、上の

就業を見ると、他産業からというのが圧倒的に

多くて、その後が高水研……。やめていった人

たちはどの分野からの参入者が多いですか。

○鹿田水産政策課長 御指摘のやめていった方

の状況ですけれども、手元に詳細な調べがない

んですが、他産業から来た方というのは、ほと

んどが地元出身者のＵターンの方になっており

まして、そういった方が自分の里に戻ってきて

漁業に入るということが多いので、そういった

方が比較的定着がいいのかなと思っておりま

す。平成20年につきましては、３名の方がやめ

ておりますけれども、これは高水研の出身者と

いうふうに確認しております。

○坂口委員 平成20年に就業してやめた、１年

未満でやめた人の３名が高水研ということです

ね。それはそれなんですけど、３～４年続いて

やめているわけです。大体、漁業というのは半

年ぐらいできつくて耐えられないとか飯食えな

いということで、それで残って３年目、４年目

でやめるというところにちょっと疑問を持って

いるんですけれども、その中で、しかも他産業

から来た人の定着率がよくて、離れていく人た

ちというのが、ほかのところからとなると、特

に高水研とか海洋高校あたりからに多いという

ことになりますね。そうなると、その理由とい

うのがすごく大切じゃないかと思うんですけ

ど、就業して数年たってからやめていく人たち

は、どういう理由でやめていく人が多いんです

か。

○鹿田水産政策課長 離職される方は、比較的

年齢の若い方が、高水研出身者も含めて年齢の

若い方が多いということですので、やはり漁業

よりも収入のいい職業とか、そういったものに

移っていく傾向があるのかなと考えておりま

す。ただ、委員御指摘されましたような詳細な

分析というのは、これまできちんとしておりま

せんでしたので、そういったことも念頭に置い

ていきたいと思います。

○坂口委員 そこのところがすごく大切だと思

うんです。ほかに魅力があって漁業に魅力がな

いと一言で片づけるというのは、いかがかなと

いう気がするんですけれども、では、きつい世

界でとにかく数年頑張って、そして離れていく

というのは、限界的な理由がそこにあると思う

んです。農業では、長年の行政あるいはみんな

の取り組みというのが徐々に成果を出して、定

着し始めたですね。他産業からも来だした。何

が違うかというと、僕は、許可あるいは権利漁

業だと思うんです。そこに行って一生懸命やろ

うとしたときに、いや、あなた方は漁業経営者

にはなれないんだよという限界がそこにある。
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これをどう考えるかですね。これに対しての問

題意識をもし持っておられるなら、どういう意

識を持って今後どう考えておられるのか、持っ

ておられないなら、ここのところはぜひ深刻に

とらえるべきだと思うんです。これが解決しな

いと、ああ、そういうことなの、今まで頑張っ

たのは何だったのということで、離れていかざ

るを得ない。既得権益―ある意味では同じバ

ケツの中の魚を何人でとり合うかという世界で

すから、本当に漁協なりが今後持続できるのと

いう、やっぱり新しいものを入れてこないと我

々自体がだめなんだよということを、そこをど

う理解させて、バケツの中をどうふやしていく

かということ、これは農業と水産を比べたくな

いけど、余りにもとらえ方が、真剣さが足りな

い。本気で考えればそこらは今ぱっと数字とし

て上がってこなければおかしいと思うんです。

これは今後の問題提起、宿題としておきますの

で、これでいいですけど。

○満行委員長 以上で執行部の説明を終わりま

す。皆さん、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時58分休憩

午後０時０分再開

○満行委員長 委員会を再開いたします。

協議事項（１）の県内調査についてでありま

すが、前回委員会での一任を受けまして、正副

委員長で県北及び県南調査の日程案を作成しま

したので、若干御説明申し上げたいと思います。

まず、７月16、17日に実施します県北調査の

日程についてであります。県北調査の候補先と

して、まず16日は、千住技研株式会社及び西臼

杵郡雇用拡大協議会を挙げております。翌17日

の候補先として、旭化成エヌエスエネルギー株

式会社、旭化成ケミカルズ、新門農園及び福祉

人材センターを挙げております。

また、８月６、７日に実施します県南調査の

日程についてごらんください。資料の２です。

県南調査の候補先として、まず６日は、ヤング

ＪＯＢサポートみやざき、住友ゴム工業及びと

んとん百姓村を挙げております。翌７日の候補

先として、社団法人霧島工業クラブ、株式会社

下森建装及び宮崎市漁業協同組合を挙げており

ます。視点については小さく下に挙げていると

ころであります。

資料１、２の調査につきまして、御質問、御

意見がありましたらお伺いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 特にないようですので、この案

で今後、詳細を詰めさせていただきたいと思い

ます。

なお、７月16、17日、期限が迫っております

ので、出欠につきましては、書記のほうで後日

お伺いをしたいと思いますので、よろしくお願

いします。調査時の服装につきましては、夏季

軽装としてお願いしたいと思います。

次に、協議事項（２）の次回委員会につきま

してですけれども、先ほど御審議いただきまし

た県北調査後の７月下旬、これは事務局案では

７月23日（木）となっているようですけれども、

予定をしております。次回委員会での執行部へ

の説明・資料要求について何か御意見や御要望

はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 最後になりますが、協議事項

（３）のその他でございますが、皆さんのほう

から何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○満行委員長 では、以上のように決定させて
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いただきたいと思います。

次回委員会は、７月23日（木）午前10時を予

定していますので、よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。御協力ありがとうございました。

午後０時３分閉会


